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Ⅰ 目指す学校 

本校は令和４年度に開校する。本校に入学する児童・生徒が、自立をして、勇気をもって道を切り拓

き、社会で活躍し貢献できる人材へと成長するよう、教職員が一丸となり知育、徳育、体育を調和よく

実践する学校を目指す。以下、教育理念等を具体的に示す。 

教育理念 
次代を担う児童・生徒一人一人の資質や能力を最大限に伸長させるとともに、

豊かな国際感覚を養い、世界で活躍し貢献できる人間を育成する。 

教育方針 

① 自らの課題を認識し、論理的に考え、判断し、行動できる力を育てる。 

② 世界で通用する語学力を育み、それを支える言語能力を向上させる。 

③ 日本の伝統・文化を理解し尊重するとともに、多様な価値観を受容し、主

体的に国際社会に参画する力を育てる。 

④ 異学年との学習活動や地域連携、国際交流を通じて、他者を思いやり、協

働して新しい価値を創造する力を育てる。 

生徒の将来の姿 
高い言語力を活用して、世界の様々な人々と協働するとともに、論理的な思

考力を用いて、諸課題を解決し、様々な分野で活躍する人材 

 

Ⅱ 中期的目標とその達成に向けた方策 

 公立では全国初となる小中高一貫教育校に求められる新たな教育モデルを構築するため、令和４年度

の開校に向け、令和２年度及び令和３年度の２年間、以下のとおり開校準備に取り組む。 

１ 管理経営に関する事項の整備 

・開校に必要となる事項について課題設定、進捗管理を行い、もれなくかつ児童・生徒のためにより

良い内容となるよう取り組む。 

・グランドデザイン及びスクールアイデンティティの確立に必要な事項について決定する。 

・開設準備２年目及び開校後の教育活動に必要となる人的・物的な体制を整える。 

・管理運営規定やその他の規定及び防災計画等の必要な計画を策定する。 

・他校の教育内容や取組に関する調査研究を行い、本校の学校創りに活用する。特に予測される問題

の解決に必要となる工夫を盛り込む。 

・本校の教育内容等について立川国際中等教育学校と共通理解を形成し、必要な調整を行う。 

２ 学校広報の推進 

・ウエブサイトを開設し内容を充実させる。あわせて学校案内等を作成して教育施設や塾関係者等へ

の周知を行う。 

・都教育委員会が実施する合同説明会への参加や、都教育委員会と連携して開催する本校独自の学校

説明会を開催して、広く都民に周知する。 
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３ 入学者選抜に関する準備 

・都教育委員会と連携し、実施のための基本的な枠組みを策定し実施要項を作成する。 

・適性検査の考え方、実施、内容等について理解し、適性検査サンプル問題を活用して、適性検査に

ついて都民に周知する。 

・都教育委員会と連携し、令和３年度に実施する第１回入学者選抜を適切に実施し、入学予定者を決

定する。 

４ 教育内容・方法の検討 

・小中高 12 年間を一体とした教育課程の大枠を決定するとともに、小学校段階の教育課程の詳細を

決定する。 

・小中高 12 年間を貫く教育活動全般における指導方針を策定し、指導と評価の一体化を推進する。

学校は、この学びのプロセスを児童・生徒、保護者と共有し、児童・生徒の「学びのオーナーシッ

プ」を確立し、児童・生徒が自立した学習者となるようにする。 

・全ての教育活動を探究的な学びに基づき実践する。探究的な学びの核となる生活科・総合的な学習

の時間（小学校段階・中学校段階）及び総合的な探究の時間（高等学校段階）について、本校の特

色化を図る。 

・文部科学省に教育課程の特例校の申請を行い、小学校１年生から実施する英語教育について、本校

の特色化を図る。 

・小中高一貫教育の利点や、本校の描く将来の生徒像に資する特別活動を異年齢による集団活動、国

際理解に関する活動、他の教育施設等との連携など、体験活動をベースとした特別活動の内容を検

討し、実施に向けた準備を進める。 

・児童・生徒の生活指導に関する方針や規定を検討し、小学校段階における内容を策定する。 

・小中高 12 年間をとおした進路指導に関する方針（キャリアプラン）や規定を検討し、小学校段階

における内容を策定する。 

５ 信頼に基づく組織の構築と組織力の向上 

・一人一人の教職員が常に目指す学校に基づき、自己の課題を認識して自立的に取り組むとともに、

協働して同僚性を高めながら学校創りを推進する。 

・開校に向けた課題と達成時期を明確にして教育系職員と行政系職員が意思の疎通を図り、それぞれ

の強みを最大限に活用して効果を高めるとともに効率よく取り組む。 

・ＰＤＣＡサイクルを機能させ、そのうちの特にＣとＡを強化して児童・生徒のために前年度踏襲で

はなく、一歩前進、一つ改善を繰り返して取り組む。 

・自立的・協働的な取組により業務の効果と効率を高め、一人一人がライフワークバランスに基づく

働き方改革を進める。 

・服務研修等をとおして服務規律を周知し服務の厳正を徹底する。 

 

Ⅲ 今年度における取組目標とその達成に向けた具体的方策 

１ 管理経営に係る事項の整備  

①  
一人一人が開設準備に必要な業務を把握し参画意識をもって自立的に取り組めるよう、業務と達

成時期、担当者をリスト化したプロジェクト管理表を作成し共有する。 

② 
都教育委員会と開設準備室との課題の分業及び連携体制を構築して業務を推進するため、定期的

な連絡会をとおして双方の進捗確認と課題共有を行う。 
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③ 
小中高全体をとおしたグランドデザインの基本的な枠組みを検討し、小学校段階について詳細を

決定する。 

④ 
設置条例の改正に向け、校名について関係者との調整を図り、都教育委員会と連携して行う校名

選定委員会で決定する。 

⑤ 校歌、校章、制服等について検討し、方向性を確定するとともに必要な準備を行う。 

⑥ 
次年度の開設準備及び開校後に必要となる教職員、図書や物品等に関する予算要求資料を経営企

画室と連携して作成する。 

⑦ 
仮設校舎及び本設の設計内容や工事日程等について把握し、目指す教育内容の実現に向け、可能

な調整を行う。 

⑧ 
国立・私立の附属小学校の中から先進的な取組を行っている学校の説明会への参加や視察をとお

して、本校の教育内容や入学者選抜等の検討に活用する。 

⑨ 
小中高一貫教育校について立川国際中等教育学校の企画調整会議において情報を発信するとと

もに、校内説明会を開催し共通理解の形成や開校後の教育内容の在り方の検討を行う。 

２ 学校広報の推進 

① 
本校独自のデザインによるウエブサイトを立ち上げて、教育内容、入学者選抜に関する事項等の

基本的事項について掲載する。 

② 
学校案内を時期に応じて簡易版、第一次案内及び第二次案内の３種類作成し、募集地域の公立・

私立の幼稚園、保育園及びこども園に配布するとともに重点施設への訪問を行う。 

③ 
都教育委員会が主催する合同説明会への参加、外部施設における学校説明会を実施し、都民に周

知するとともに、塾等の民間団体に対してもＰＲ活動を行う。 

④ 
立川国際中等教育学校の学校運営連絡協議会に参加し、本校について説明する。地域には、立川

国際中等教育学校が通信を配布する際に開設準備室からも情報発信を行う。 

３ 入学者選抜に関する準備 

① 
都教育委員会と連携し、検査に関する日程、募集区域、特別枠（帰国・在京外国人児童）の募集

人数、検査会場、検査方法（第一次～第三次の実施方法、人数）等を決定する。 

② 
入学者選抜の意義、仕組み、実施方法、実施内容等について開設準備室内で共通理解を形成し、

サンプル問題を用いて入学者選抜に関する校内研修を行う。 

③ 
本校が求める児童の資質・能力を明確にし、適性検査問題の調査・研究を行って、サンプル問題

を確定する。確定後は、あらゆる機会を捉えて関係者に周知する。 

４ 教育内容・方法の検討 

① 

小中高 12 年間の教育課程編成に関する基本的な考え方を定め、小学校段階の教育課程を編成す

る。中学校段階は中高一貫教育校の利点を生かした柔軟な教育を行い、高等学校段階は文理の調

和のとれた内容を検討する。 

② 

小中高 12 年間を貫く教育活動全般における指導方針を検討し、小学校段階の教育活動全般につ

いて、年間指導計画、指導案、ルーブリック等をまとめた学習ガイドの具体的な項目の案を作成

する。 

③ 

小中高 12 年間の「探究的な学習カリキュラム」を開発する。探究的な学びが教科の学び方の土

台となり、教科の学習内容と往還して学ぶことができるよう、小学校段階の生活科・総合的な学

習の時間、中学校段階の総合的な学習の時間、高等学校段階の総合的な探究の時間の各プログラ

ムを関連付けて構築する。 

３ 



 

④ 
「探究的な学習カリキュラム」の集大成として 10 学年で実施する「リーダーシップ・アクショ

ンプログラム（ＬＡＰ）」の内容を検討し、概要を定める。 

⑤ 

第１学年から週４時間実施する英語教育について、都教育委員会と連携して作成する英語教材と

その他の補助教材の活用方法の検討、モジュールプログラムやＣＬＩＬプログラムの開発を行

う。 

⑥ 
１学年から 12 学年までの学校行事について、グランドデザインに基づき概要を定める。小学校

段階で実施するものについては、具体的な内容を検討し方向性を定める。 

⑦ 小学校段階において、第二外国語にふれ合う機会の創出について具体策を検討する。 

⑧ 
小学校段階における生活のきまりや通学路の検討、施設・設備の使用規定など生徒指導の方針や

内容を策定する。 

⑨ 
本校の中学校段階への進学に向け、小学校段階における進路指導方針や進路指導計画を策定する

とともに、中学校段階への進学者決定方法や内容を検討する。 

５ 信頼に基づく組織の構築と組織力の向上 

① 
プロジェクト管理表に基づき、一人一人が月ごとの業務計画を立て進捗を管理するとともに、そ

の過程で協働を進める。 

② 
月間業務管理表に基づき一人一人の担当業務の進捗を確認し、遅滞している業務について全体で

対策を講じる。 

③ 
開設準備業務を経営企画室とも定期的に共有し、予算要求や適切な執行、校舎改修や建築に一致

団結して取り組む。あわせて経営企画室は、教育内容に関しても都民感覚をもって参画する。 

④ 
次に来る人のため、共通の様式を用いて文書や資料を作成し、紙媒体や電子データを分かりやす

く整理・保管して、検索・参照が迅速にできるようにする。 

⑤ 
働き方改革促進のため、開設準備室の定時退庁日と一人一人のマイ定時退庁日をそれぞれ定め

る。 

⑥ 服務について特に個人情報の管理、情報セキュリティの強化、守秘義務の遵守を徹底する。 

・ 

Ⅳ 今年度の重点的な取組内容と達成時期や数値目標等 

 番号は、「Ⅲ 今年度における取組目標とその達成に向けた具体的方策」に基づく。 

 なお、新型コロナウイルス感染症への対応により、特に都教育委員会を含め外部との連携が必要な項

目に関して予定は大きく変わることが予測される。   

番号 項 目 達成時期や数値目標等 

１① プロジェクト管理表の策定 ４月中旬まで 

１② 都教育委員会との連絡会の開催 月２回（月初めと月末） 

１③ グランドデザインの検討 ６月案作成、２月まで改訂 

１④ 
校名検討、関係各所との調整、校名選定委員

会における決定 

７月検討・調整、８月案を都教育委員会へ提出、

10 月校名選定委員会開催、３月正式決定 

１⑤ 校歌、校章、制服 ６月まで方向性確定 

１⑥ 
令和３年度開設準備及び令和４年度開校に

必要な予算要求 
６月まで資料作成 

１⑦ 施設・設備に関する調整 ６月まで 

１⑧ 他校の説明会参加、先進校視察 説明会 10校、視察３校を８月まで 

４ 



 

１⑨ 企画調整会議や校内説明会での情報発信 校内説明会月１回程度 

２① ウエブサイト開設 トップ作成７月、最終 10月 

２② 学校案内作成 ５月簡易版、８月一次案内、２月二次案内 

２③ 
合同説明会参加 

独自の学校説明会開催 

２回（新宿、立川）、 

10～11 月６回（外部会場） 

２④ 
学校運営連絡協議会参加 

地域への情報発信 

３回 

５回程度 

３① 入学選抜の基本事項の確定 ８月まで 

３② 入学選抜に関する校内研修 

通年（４～６月基礎知識、７～９月本校入学者選

抜枠組み、10～12 月適性検査、１～３月実施の

具体 

３③ 
はかりたい資質・能力等の策定、適性検査調

査・研究、サンプル問題確定、周知 

５月資質・能力等策定、９月問題確定、10 月以

降周知 

４① 小学校段階の教育課程編成 ８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４② 指導方針・学習ガイドの検討、案作成 ８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４ 

③④ 

12 年間の「探究的な学習」の内容検討、案

作成 
８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４⑤ 
英語教育（授業、モジュール、ＣＬＩＬ）の

内容検討、案作成 
８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４⑥ 
12 年間の学校行事検討、小学校段階の内容

確定 
８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４⑦ 第二外国語にふれ合う機会の検討、案作成 ８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４⑧ 
小学校段階の生活指導に関する内容の検

討、案作成 
８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

４⑨ 
小学校段階の進路指導に関する内容の検

討、案作成 
８月まで検討・案作成、２月まで改訂 

５① 月ごとの業務計画作成・共有 月１回（月末） 

５② プロジェクト会議、月間業務進捗連絡会 定例会週１回（臨時は随時） 

５③ 経営企画室との共通理解形成 定例会月 1回（情報共有は随時） 

５④ 作成資料等の様式や保管方法の統一 随時、３月「開設準備一年目の取組」作成 

５⑤ 働き方改革の推進（定時退庁日の設定） 
開設準備室の定時退庁日、一人一人のマイ定時

退庁日をそれぞれ月２回 

５⑥ 服務規律の徹底 服務事故ゼロ 

 

５ 


